広島県環境影響評価に関する条例施行規則新旧対照表
　（方法書の写しの縦覧）

第7条 略

　一～二　略

　三　条例第六条第一項に規定する地域が属する市町の協力が得られた

　　場合には、当該市町の庁舎その他の当該市町の施設

　四～五　略

　（方法書について公告する事項）

第八条　略

　一～三　略

　四　条例第六条第一項に規定する地域の範囲及びその範囲が属する市

　　町

　五～七　略

　（事業者の周知のための措置）
第九条　略
２　略

　一　略

　二　条例第六条第一項に規定する地域が属する市町の協力を得て、当

　　該市町の公報又は広報紙に掲載すること。

　三～四　略

　（準備書について公告する事項）
第十六条　略

　一～三　略

　四　関係地域の範囲及びその範囲が属する市町
　五～七　略


改正後

　（方法書の写しの縦覧）

第七条　略

　一～二　略

　三　条例第六条第一項に規定する地域が属する市町村の協力が得られ

　　た場合には、当該市町村の庁舎その他の当該市町村の施設

　四～五　略

　（方法書について公告する事項）

第八条　略

　一～三　略

　四　条例第六条第一項に規定する地域の範囲及びその範囲が属する市

　　町村

　五～七　略

　（事業者の周知のための措置）
第九条　略
２　略

　一　略

　二　条例第六条第一項に規定する地域が属する市町村の協力を得て、

　　当該市町村の公報又は広報紙に掲載すること。

　三～四　略

　（準備書について公告する事項）
第十六条　略

　一～三　略

　四　関係地域の範囲及びその範囲が属する市町村
　五～七　略


改正前


　（説明会の開催）

第十八条　条例第十六条第一項の規定による説明会は、できる限り説明

　会に参加する者の参集の便を考慮して開催の日時及び場所を定めるも

　のとし、関係地域に二以上の市町の区域が含まれることその他の理由

　により事業者が必要と認める場合には、説明会を開催すべき地域を二
　以上の区域に区分して当該区域ごとに開催するものとする。
　（説明会の開催の公告）
第十九条　略
２　略

　一～三　略

　四　関係地域の範囲及びその範囲が属する市町
　五　略

　（評価書について公告する事項）

第二十八条　略

　一～三　略

　四　関係地域の範囲及びその範囲が属する市町
　五　略

　（港湾計画に係る環境影響評価その他の手続を行う場合の技術的読替

　え）

第四十四条　略



　（説明会の開催）

第十八条　条例第十六条第一項の規定による説明会は、できる限り説明

　会に参加する者の参集の便を考慮して開催の日時及び場所を定めるも

　のとし、関係地域に二以上の市町村の区域が含まれることその他の理

　由により事業者が必要と認める場合には、説明会を開催すべき地域を

　二以上の区域に区分して当該区域ごとに開催するものとする。
　（説明会の開催の公告）
第十九条　略
２　略

　一～三　略

　四　関係地域の範囲及びその範囲が属する市町村
　五　略

　（評価書について公告する事項）

第二十八条　略

　一～三　略

　四　関係地域の範囲及びその範囲が属する市町村
　五　略

　（港湾計画に係る環境影響評価その他の手続を行う場合の技術的読替

　え）

第四十四条　略




　（港湾計画に係る環境影響評価その他の手続を行う場合の条例施行規則

　の読替え）
第四十五条　略


　（港湾計画に係る環境影響評価その他の手続を行う場合の条例施行規

　則の読替え）
第四十五条　略


　（市町との協議結果の措置）
第五十二条　知事は、条例第四十七条の規定により市町の長と協議した

　ときは、遅滞なく当該協議により定めた事項を告示するものとする。
別表（第三条関係）


　（市町村との協議結果の措置）
第五十二条　知事は、条例第四十七条第二項の規定により市町村の長と

　協議したときは、遅滞なく当該協議により定めた事項を告示するもの

　とする。
別表（第三条関係）




様式第９号（第37条関係）

（表）

略

（裏）

様式第１８号（第45条関係）

（表）

略

（裏）
様式第９号（第37条関係）

（表）

略

（裏）

様式第１８号（第45条関係）

（表）

略

（裏）


様式第２１号（第50条関係）

（表）

略

（裏）

様式２３号（第50条関係）

（表）

略
様式第２１号（第50条関係）

（表）

略

（裏）

様式２３号（第50条関係）

（表）

略


（裏）


（裏）

略�
第十九条第一項�
略�
第十五条�
略�
�
略�
第九条第二項の規定は、条例第十六条第二項の規定による公告について準用する。この場合において、第九条第二項第二号中「条例第六条第一項に規定する地域」とあるのは、「関係地域」と読み替えるものとする。�
略�
第七条の規定は、条例第十五条第一項の規定による縦覧について準用する。この場合において、第七条中「方法書」とあるのは「準備書及び要約書」と、同条第二号及び第三号中「条例第六条第一項に規定する地域」とあるのは「関係地域」と読み替えるものとする。�
略�
�
略�
条例第三十六条第二項において準用する条例第十六条第二項の規定による公告は、官報への掲載、関係地域が属する市町の協力を得て当該市町の公報又は広報紙への掲載、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他適切な方法により行うものとする。�
略�
条例第三十六条第二項において準用する条例第十五条第一項の規定による準備書及び要約書の写しの縦覧は、広島県環境生活部環境環境創造総室環境調整室、関係地域を所管する地域事務所、関係地域が属する市町の庁舎その他の市町の施設(当該市町の協力が得られた場合に限る。)その他知事が適当と認める場所のうち、二以上の場所において行うものとする。�
略�
�






略�
第二十五条第一項�
略�
�
略�
第六条第一項に規定する地域を管轄する市町長又は関係市町長�
略�
略�
略�
�
略�
関係市町長�
略�
略�
略�
�






略�
一　条例別表一の項に掲げる事業の種類�
事業の種類�
�
略�
ハ　略�
ロ　道路法第三条に規定する一般国道、県道、市町道その


　他の道路交通法第二条第一項第一号に規定する道路の改


　築の事業であって、道路の区域を変更して車線の数を増


　加させ、又は新たに道路を設けるもの(車線の数の増加に


　係る部分(改築後の車線の数が四以上であるものに限


　る。)及び変更後の道路の区域において新たに設けられる


　道路の部分(車線の数が四以上であるものに限る。)の長


　さの合計が五キロメートル以上であるものに限る。)�
イ　道路法(昭和二十七年法律第百八十号)第三条に規定す


　る一般国道、県道、市町道その他の道路交通法(昭和三十


　五年法律第百五号)第二条第一項第一号に規定する道路


　(独立行政法人緑資源機構法(平成十四年法律第百三十


　号)第十一条第一項第一号の規定により独立行政法人緑


　資源機構が開設又は改良する林道(以下「林道」という。)


　を除く。以下同じ。)の新設の事業(車線の数が四以上で


　あり、かつ、長さが五キロメートル以上である道路を設


　けるものに限る。)�
事業の要件�
�






略�
第二十五条第一項�
略�
�
略�
第六条第一項に規定する地域を管轄する市町村長又は関係市町村長�
略�
略�
略�
�
略�
関係市町村長�
略�
略�
略�
�






略�
第十九条第一項�
略�
第十五条�
略�
�
略�
第九条第二項の規定は、条例第十六条第二項の規定による公告について準用する。この場合において、第九条第二項第二号中「条例第六条第一項に規定する地域」とあるのは、「関係地域」と読み替えるものとする。�
略�
第七条の規定は、条例第十五条第一項の規定による縦覧について準用する。この場合において、第七条中「方法書」とあるのは「準備書及び要約書」と、同条第二号及び第三号中「条例第六条第一項に規定する地域」とあるのは「関係地域」と読み替えるものとする。�
略�
�
略�
条例第三十六条第二項において準用する条例第十六条第二項の規定による公告は、官報への掲載、関係地域が属する市町村の協力を得て当該市町村の公報又は広報紙への掲載、時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙への掲載その他適切な方法により行うものとする。�
略�
条例第三十六条第二項において準用する条例第十五条第一項の規定による準備書及び要約書の写しの縦覧は、広島県環境生活部環境環境創造総室環境調整室、関係地域を所管する地域事務所、関係地域が属する市町村の庁舎その他の市町村の施設(当該市町村の協力が得られた場合に限る。)その他知事が適当と認める場所のうち、二以上の場所において行うものとする。�
略�
�






略�
一　条例別表一の項に掲げる事業の種類�
事業の種類�
�
略�
ハ　略�
ロ　道路法第三条に規定する一般国道、県道、市町村道そ


　の他の道路交通法第二条第一項第一号に規定する道路の


　改築の事業であって、道路の区域を変更して車線の数を


　増加させ、又は新たに道路を設けるもの(車線の数の増加


　に係る部分(改築後の車線の数が四以上であるものに限


　る。)及び変更後の道路の区域において新たに設けられる


　道路の部分(車線の数が四以上であるものに限る。)の長


　さの合計が五キロメートル以上であるものに限る。)�
イ　道路法(昭和二十七年法律第百八十号)第三条に規定す


　る一般国道、県道、市町村道その他の道路交通法(昭和三


　十五年法律第百五号)第二条第一項第一号に規定する道


　路(独立行政法人緑資源機構法(平成十四年法律第百三十


　号)第十一条第一項第一号の規定により独立行政法人緑


　資源機構が開設又は改良する林道(以下「林道」という。)　


　を除く。以下同じ。)の新設の事業(車線の数が四以上で


　あり、かつ、長さが五キロメートル以上である道路を設


　けるものに限る。)�
事業の要件�
�






広島県環境影響評価に関する条例抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして事業者の事務所又は対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町長に通知するものとする。





広島県環境影響評価に関する条例抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして事業者の事務所又は対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町長に通知するものとする。





広島県環境影響評価に関する条例抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして事業者の事務所又は対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町村長に通知するものとする。





　全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町長に通知するものとする。





　　広島県環境影響評価に関する条例施行規則第44条において


　　読み替えられた広島県環境影響評価に関する条例の抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象港湾計画の決定又は決定後の対象港湾計画の変更以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして対象港湾計画に定められた区域に立ち入り，環境の保





広島県環境影響評価に関する条例抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして事業者の事務所又は対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町村長に通知するものとする。





広島県環境影響評価に関する条例抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして事業者の事務所又は対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町長に通知するものとする。





　全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町村長に通知するものとする。





　　広島県環境影響評価に関する条例施行規則第44条において


　　読み替えられた広島県環境影響評価に関する条例の抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象港湾計画の決定又は決定後の対象港湾計画の変更以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして対象港湾計画に定められた区域に立ち入り，環境の保





広島県環境影響評価に関する条例抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして事業者の事務所又は対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町村長に通知するものとする。





広島県環境影響評価に関する条例抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして事業者の事務所又は対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を関係市町長に通知するものとする。





　　　広島県環境影響評価に関する条例第43条第1項において


　　　読み替えられた広島県環境影響評価に関する条例の抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，法対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして法の事業者の事務所又は法対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を法第15条の関係市町長に通知するものとする。





　　　広島県環境影響評価に関する条例第43条第1項において


　　　読み替えられた広島県環境影響評価に関する条例の抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，法対象事業の実施以後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして法の事業者の事務所又は法対象事業が実施されている区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を法第15条の関係市町村長に通知するものとする。





　　　広島県環境影響評価に関する条例第43条第2項において


　　　読み替えられた広島県環境影響評価に関する条例の抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，法対象港湾計画の決定後又は変更後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして法対象港湾計画に定められた区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を法第48条第2項において準用する法第15条の関係市町村長に通知するものとする。





　　　広島県環境影響評価に関する条例第43条第2項において


　　　読み替えられた広島県環境影響評価に関する条例の抜すい





（環境調査の実施）


第31条　知事は，法対象港湾計画の決定後又は変更後において，環境の保全の見地から必要があると認めるときは，その職員をして法対象港湾計画に定められた区域に立ち入り，環境の保全のための実地調査(以下｢環境調査｣という｡)をさせることができる。


2　前項の規定により調査を行う職員は，その権限を有する者であることを示す証明書を携帯し，関係人に提示しなければならない｡


3　知事は，環境調査を実施したときは，必要に応じて，その結果を法第48条第2項において準用する法第15条の関係市町長に通知するものとする。
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